チュウゴクジン ノ サービス イシキ ニ カンスル ケンキュウ ホテルギョウ ノ サービス オ トリアゲテ by 殷, 娟
 
 
氏     名   殷 娟 
学 位 の 種 類    博士（文学） 
学 位 記 番 号    第 5659 号 
学位授与年月日   平成 23 年 3 月 24 日 
学位授与の要件   学位規則第 4条第 2項 
学 位 論 文 名    中国人のサービス意識に関する研究 
          ―ホテル業のサービスを取り上げて 
論文審査委員    主 査 教 授 髙坂 史朗     副 査 教 授 中川 眞 
          副 査 教 授 石田 佐恵子 
 
 






























論 文 審 査 の 結 果 の 要 旨 
本論文「中国人のサービス意識に関する研究―ホテル業のサービスを取り上げて」の執筆者殷娟は、
中国人留学生として、日本の観光学、ホスピタルマネージメントを学際的観点から研究し、その方法
論を駆使しながら、中国へそのサービス産業のあり方を照射してゆき、さらに日本と中国と間のサー
ビス意識の差異性をホスピタリティの観点に求め、そのホスピタリティの概念をどのように中国で育
むかという「ホスピタリティの応用可能性」の課題を担って本研究に取り組んでいる。さらにサービ
ス意識の形成には社会環境や時代背景・教育・文化などさまざまな歴史・文化的要因をもつ。そこで
日本と中国の宿泊産業の歴史的変遷を比較しながら、同一面と差異面を明らかにしつつ、比較文化論
的観点から企業文化の差異を明らかにする。そしてさらにサービス意識の養成を行う職業教育のあり
方を中国社会に向けて提言している。 
第１章と第２章はサービスおよびサービス意識、ホスピタリティの３者について全体的に論述する
ものである。第３章と４章・５章はサービス意識の形成に与える影響を内在要因の企業文化と外在要
因の職業教育・歴史と政治の社会的背景から考察するものとなっている。 
 これらの考察によって以下の４点が明らかとなっている。第１に中国人のサービスとサービス意識
への認識の実態を把握、第２にサービスとホスピタリティの概念を再考し、サービス意識との 3 者の
関係を考察し、ホスピタリティの中国語訳について検討、第３に中国人のサービス意識の形成に具体
的に何がどのような影響を与えているのかを究明、第４に日本を先進事例として参照し、中国のサー
ビスの現状に対してサービス水準の維持と向上にかかわる提案を行うことである、とする。 
さらに、中国のサービスの質的向上に向けての提言を次のように行っている。①サービス提供者と
利用者との関係に対する日中の意識の違いがサービスの質にかかわる日中間のギャップをもたらし
た。したがって、サービスという職業およびサービス提供者と客との関係に対する正しい認識作りが
全国民に向けて行うべきとなる。②ホスピタリティあるいは「誠善待客」に示されるサービス提供者
と利用者にかかわる相互性の欠如がサービスの質に影響する要因であるため、サービス提供者と利用
者に対して、サービスへの認識と理解の共通性を高め、「共生」関係と「互助」関係を広く発信する
必要がある。③サービスの品質を最重要視し、積極的に取り組む企業文化の創造が企業内部から結果
的にサービスの質に影響し、サービスへの評価を左右する。したがって、サービスの質的向上を絶え
ず追求する企業文化の創造と貫徹がサービスの水準を維持し、改善する有効な手段となる。④中国の
サービスにかかわる人材育成における問題点がサービスの質が非難される原因の一つとなる。そこで
は具体的な措置をとって適切な教授法と授業運営技法を確実に実施し、正しいサービス意識と熟練し
たサービス技能の両方を持つサービスの人材の育成が重要である。 
以上のように、本研究の特質すべき点は、中国人のサービス意識の実態を探り、それに与える影響
を考察し、日本と中国との比較研究によって、中国のサービスの質が非難される原因を究明し、サー
ビスの質的向上に向けて提案を行った点である。 
もちろん課題も多く残されている。日本と中国の比較論ないしは日本とアメリカ、中国の企業文化
の比較があまりにもパターン化した類型論となってしまっている点、あるいはインターナショナルな
産業形態を展開する企業にあってはむしろそのような地域性に閉じ込めた考察の妥当性が疑問視さ
れる点である。また、急速に変化してゆく中国社会においてこれらの論がさらに対応してゆくか課題
も多いが、同時に論者はそれを現実の職業訓練プログラムに応用し、実践を通じて検証している。ま
た、本論文を構成するいくつかの論考は、学会で発表し学会雑誌に掲載された際、高く評価され受賞
論文となっている。『第 10 回観光に関する学術研究論文』（アジア太平洋観光交流センター主催
2004）第１席論文、あるいは「日本ホスピタリティ・マネジメント学会」2009 年入選論文である。
その点からもこの論の妥当性が保証されている。 
 
 
